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＜研究ノート＞
大都市・東京における外国人居住の現在
─新宿・池袋の外国人生活実態調査（2013 年）から─
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Ⅰ．本稿の目的と調査研究の視点
　本稿は，2013 年 8 月から 10 月、新宿・池袋で実施した「外国人生活実態調査」
の結果報告を目的に執筆したものである１）。
　日本都市における外国人・エスニシティ研究は，1980 年代後期，団塊状に
流入した外国人人口の増大を背景に始まり，すでに四半世紀を経過した。この
間，多くの外国人・エスニシティ研究が発表され，成果を生み出している。本
稿の執筆者の一人である和田は，この間の研究の動きを，「外国人居住」から「エ
スニシティ」へ，そして「多文化共生」の研究への展開と整理している（和田、
2004）。本調査研究は、この初期の新宿・池袋で実施された「外国人居住調査」
に着目し、現段階における「外国人の生活実態」を明らかにすべく、企画・実
施されたものである。
　本調査の企画・実施に関しては、奥田らが新宿・池袋で実施した一連の「外
国人居住」調査を参考とした。すなわち、1988 年に池袋で実施された第 1 回
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目の「外国人調査」は、1980 年代団塊状に増えたアジア系外国人を「ニュー
カマー」として捉え、地域の生活者としての彼／彼女らの「居住生活」の実態
解明を試みた。当時、外国人研究は、経済・労働の分野において「労働者」の
視点から着手されていたが、奥田のような「居住」に着目し、「生活者」とし
ての外国人の実態解明はなされていなかった。同様の問題意識から、1991 年
には新宿調査が実施された（奥田・田嶋編、1991，1993）。それから 10 年後の
1998 年、奥田は、この間の新宿・池袋の外国人居住の変化の解明を試みた（奥
田・鈴木責任編、2001）。以来この 15 年あまり、新宿・池袋の 2 地域を対象と
した同種の調査は行われてはいないことから、「外国人居住」すなわち「生活者」
としての外国人の現在（いま）を知るために、本調査は企画された。
　はたして、大都市の外国人の生活は、現段階においてどのような実態にある
のか。奥田は 1998 年調査の知見として、長期滞在化、加齢化、既婚化、子ど
ものいる外国人の増加をあげ、これを、「ファミリー・エスニシティ」と捉え
たが、この傾向は現段階においても言えるのか。この連続と断絶の解明こそ、
本調査研究の研究課題である。後述するように、この 15 年の間に、在留外国
人数は、2008 年の 214 万人をピークに減少傾向にあったが、2013 年に増加に
転じた。しかし、それでもその数は 206 万人にとどまっている。また、国籍別
在留外国人数は、2013 年現在、中国が 649,078 人で最も多く、以下、韓国・朝
鮮が 519,740 人、フィリピン 209,183 人、ブラジル 181,317 人の順となっている。
中国は、10 年間で約 20 万人増えている。2007 年に韓国・朝鮮を超えて以来、
中国は、日本の在留外国人の中で最も多い国となった。このような在留外国人
数の変化は、彼らの生活に影響を及ぼしているのか否か、実に興味深い点であ
る。
　以上のような問題設定から、新宿・池袋の外国人生活実態調査が企画され、
2013 年 8 月から 10 月、新宿区大久保地区および豊島区池袋地区を対象に、質
問紙を用いた面接調査を実施した。調査は、奥田らの調査方法と同様に、アポ
なしのアパート・マンション・飲食店・日本語学校への訪問、街頭での依頼等、
様々な方法を用いて実施され、その結果、113 ケース（新宿：44 ケース、池袋：
69 ケース）を回収することができた。なお、本調査の結果は、『大都市におけ
る外国人居住者の生活実態―新宿・池袋の社会調査報告』（首都大学東京都市
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教養学部　和田清美研究室、2014 年 3 月）として刊行されている２）。本稿は、
これをもとにその後更なる分析を加えたものである。なお、本報告書には、イ
ンタービューに応じていただいた 113 人のケース報告も掲載されているが、本
稿では、頁数の関係で数例を紹介するにとどまっていることをお断りしておく。
　では、本稿の主題である新宿・池袋で実施した「外国人生活実態調査」の結
果を報告することとしたいが、その前に、在留外国人（外国人登録者）数の動
向と調査対象地について述べることにしたい。
 
Ⅱ．在留外国人（外国人登録者）数の推移と調査地の概要
（１）在留外国人（外国人登録者）数の推移―全国・東京都・都内
　2013 年末、在留外国人（外国人登録者）数の総数（表 2-1）は、2,066,445 人
である。10 年前の 2003 年末時点では 1,804,695 人であったことから、261,750
人増加したことになる。しかし、この間の推移をみると、在留外国人数は、
2008 年までは年々増加していた。しかし、2008 年の 2,144,682 人をピークに減
少に転じ、2009 年から 2012 年まで年平均 27,756 人減少している。ところが、
2013 年には再び増加に転じ、前年の 2,033,656 人から 32,789 人が増加した。し
かし、その数は、ピーク時の 2008 年の 214 万人には達していない。
　これを国籍別にみると、2013 年現在、中国国籍が最も多く、649,078 人であ
り、同年の総数の 31.4％を占める。続いて多い国籍は韓国・朝鮮国籍であり、
2013 年現在 519,740 人であり、同年総数の 25.2％を占める。これを、10 年前
の 2003 年時点と比べると、2003 年末時点では、韓国・朝鮮国籍が最も多く、
599,231 人であり、この 10 年で 79,491 人減少している。2007 年には、中国国
籍の増加をうけて第二位に転じることになった。一方、2003 年時点で、中国
国籍は、445,166 人で第二位であったが、年々増え続け、先に指摘したとおり、
2007 年には韓国・朝鮮国籍を抜いて第一位となった。この間 203,912 人が増加
したことになる。また、フィリピン国籍は、2003 年末時点の 167,215 人から、
2013 年末には、209,183 人を数え、41,968 人増加しており、ブラジル国籍は
2003 年末時点の 269,907 人から、2013 年末には 181,317 人であり、88,590 人減
少している。
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表 2-1　在留外国人数の推移
単位：人
資料：法務省入国管理局『在留外国人統計』2003 ～ 2013 年 年報より筆者ら作成 
　　　いずれも 12 月末
　また、法務省発表の都道府県別在留外国人数（表 2-2）をみると、2013 年末
現在の総数は 2,066,445 人であり、うち東京都は 407,067 人で、全体の 19.7％を
占めている。以下、大阪府 9.9％、愛知県 9.6％、神奈川県 8.0％、埼玉県 6.0％、
千葉県 5.3%、兵庫県 4.7％、静岡県 3.7％、京都府 2.7％、福岡県 2.5％の構成比
率となっている。
　本調査地のある東京都をみると、2010 年末の在留外国人数は 406,397 人であ
り、前年度より 5,876 人増加していた。しかし 2011 年在留外国人数は、前年
の 406,397 人から 8,802 人減少し、397,595 人となった。翌年の 2012 年も 4,010
人減少している。しかし、2013 年には増加に転じ、表 2-2 のように再び 40 万
人を超えている。
前年同月
との比較
増減数
1,804,695 445,166 599,231 167,215 269,907 23,003 46,832 47,122 26,044 3,270 176,905
（100％） （24.7％） （33.2％） （9.3％） （15.0％） （1.3％） （2.6％） （2.6％） （1.4％） （0.2％） （9.8％）
1,863,870 470,940 594,117 178,098 281,413 25,061 47,745 49,483 28,049 4,105 184,859
（100％） （25.3％） （31.9％） （9.6％） （15.1％） （1.3％） （2.6％） （2.7％） （1.5％） （0.2％） （9.9％）
1,906,689 501,960 586,400 163,890 298,382 27,990 48,376 52,217 29,599 5,314 192,561
（100％） （26.3％） （30.8％） （8.6.％） （15.6％） （1.5％） （2.5％） （2.7％） （1.6％） （0.3％） （10.1％）
1,989,864 546,752 586,782 171,091 308,703 31,527 50,281 53,655 32,029 6,596 202,448
（100％） （27.5％） （29.5％） （8.6％） （15.5％） （1.6％） （2.5％） （2.7％） （1.6％） （0.3％） （10.2％）
2,069,065 593,993 582,754 182,910 313,771 36,131 50,858 55,487 34,547 8,417 210,197
（100％） （28.7％） （28.2％） （8.8％） （15.2％） （1.7％） （2.5％） （2.7％） （1.7％） （0.4％） （10.2％）
2,144,682 644,265 580,760 193,426 309,448 40,524 51,704 56,050 36,560 11,556 210,389
（100％） （30.0％） （27.1％） （9.0％） （14.4％） （1.9％） （2.4％） （2.6％） （1.7％） （0.５％） （9.8％）
2,125,571 670,683 571,598 197,971 264,649 40,493 51,235 54,607 37,812 14,745 221,778
（100％） （31.6％） （26.9％） （9.6％） （12.5％） （1.9％） （2.4％） （2.6％） （1.8％） （0.7％） （10.4％）
2,087,261 678,391 560,799 200,208 228,702 41,354 49,821 52,385 38,240 17,149 220,212
（100％） （32.5％） （26.9％） （9.6％） （11.0％） （2.0％） （2.4％） （2.5％） （1.8％） （0.8％） （10.6％）
2,047,349 668,644 542,182 203,294 209,265 44,444 49,119 51,471 41,316 20,103 217,511
（100％） （32.7％） （26.5％） （9.9％） （10.2％） （2.2％） （2.4％） （2.5％） （2.0％） （1.0％） （10.6％）
2,033,656 652,595 530,048 202,985 190,609 52,367 48,461 49,255 40,133 24,071 220,457
（100％） （32.1％） （26.1％） （10.0％） （9.4％） （2.6％） （2.4％） （2.4％） （2.0％） （1.2％） （10.8％）
2,066,445 649,078 519,740 209,183 181,317 72,256 49,981 48,598 41,208 31,537 230,223
（100％） （31.4％） （25.2％） （10.1％） （8.8％） （3.5％） （2.4％） （2.4％） （2.0％） （1.5％） （11.1％）
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2008年 ▼19,111
2012年 △32,789
2013年 △32,789
2009年 ▼38,310
2010年 ▼39,912
2011年 ▼13,693
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表 2-2　都道府県別外国人数の推移
単位：人
資料：法務省入国管理局『在留外国人統計』2008 ～ 2013 年年報より筆者ら作成
　　　いずれも 12 月末
　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）新宿区・豊島区に外国人登録人口の居住分布
　2013 年 7 月 1 日現在（調査実施時点）の東京都ならびに 23 区外国人登録数
は、表 2-3 に示すとおりである。東京都の総数は 389,498 人で、23 区の総数は
325,844 人となっている。外国人登録者数の上位 8 区をみると、新宿区 33,574
人、江戸川区 23,1151 人、足立区 22,304 人、江東区 20,803 人、豊島区 19,073 人、
大田区 18,332 人、港区 18,311 人、板橋区 16,134 人となっている。
表 2-3　東京都区内市町村外国人登録人口（2013 年 7 月 1 日現在）
単位：人
資料：法務省入国管理局『在留外国人統計』2013 年より筆者ら作成。いずれも 12 月末
構成比 対前年増減率
総数 2,125,571 2,087,261 2,047,349 2,033,656 2,066,445 100％ △32,789
東京都 400,521 406,397 397,595 393,585 407,067 19.7％ △13,482
大阪府 207,599 204,898 204,727 203,288 203,921 9.9％ △633
愛知県 209,352 200,844 197,949 195,970 197,808 9.6％ △1,838
神奈川県 165,466 163,628 162,416 162,142 165,573 8.0％ △3,431
埼玉県 118,581 119,147 117,032 117,845 123,294 6.0％ △5,449
千葉県 109,093 109,261 107,199 105,523 108,848 5.3％ △3,325
兵庫県 101,245 99,653 98,026 97,164 96,541 4.7％ ▼623
静岡県 91,445 84,621 81,224 77,353 75,467 3.7％ ▼1,886
福岡県 51,762 52,404 52,305 53,356 56,437 2.7％ △3,081
京都府 52,597 52,333 52,294 52,096 52,266 2.5％ △170
2013年都道府県 2009年 2010年 2011年 2012年
総数 増減数
389,498 159,472 98,117 28,021 15,578 9,666 7,913 6,881 5,336 4,836 7,267 46,411
（100％） （40.9％） （25.2％） （7.2％） （4.0％） （2.5％） （2.0％） （1.8％） （1.4％） （1.2％） （1.9％） （11.9％）
33,342 12,408 11,865 647 816 1,336 209 657 350 1,047 1,088 2,999
（100％） （37.2％） （35.6％） （1.9％） （2.4％） （4.0％） （0.6％） （2.0％） （1.0％） （3.1％） （3.3％） （9.0％）
23,091 11,088 4,563 2,340 233 348 1,938 437 79 84 510 1,471
（100％） （48.0％） （19.8％） （10.1％） （1.0％） （1.5％） （8.4％） （1.9％） （0.3％） （0.4％） （2.2％） （6.4％）
22,304 8,544 7,870 3,236 200 186 103 381 88 58 222 1,416
（100％） （38.3％） （35.3％） （14.5％） （0.9％） （0.8） （0.5％） （1.7％） （0.4％） （0.3％） （1.0％） （6.3％）
20,803 10,596 4,645 1,388 339 255 1,090 349 107 191 148 1,695
（100％） （50.9％） （22.3％） （6.7％） （1.6％） （1.2％） （5.2％） （1.7％） （0.5％） （0.9％） （0.7％） （8.1％）
19,073 11,383 2,789 396 370 821 131 268 1111 950 422 1,432
（100％） （59.7％） （14.6％） （2.1％） （1.9％） （4.3％） （0.7％） （1.4％） （5.8％） （5.0％） （2.2％） （7.5％）
18,332 7,366 3,727 2,115 511 1,070 261 407 181 105 525 2,064
（100％） （40.2％） （20.3％） （11.5％） （2.8％） （5.8％） (1.4％） （2.2％） （1.0％） （0.6％） （2.9％） （11.3％）
18,311 3,442 3,668 905 3,416 101 634 179 828 35 61 5,042
（100％） （18.8％） （20.0％） （4.9％） （18.7％） （0.6％） （3.5％） （1.0％） （4.5％） （0.2％） （0.3％） （27.5％）
16,134 8,921 3,170 241 241 303 62 251 107 170 376 1,273
（100％） （55.3％） （19.6％） （7.8％） （1.5％） （1.9％） （0.4％） （1.6％） （0.7％） （1.1％） （2.3％） （7.9％）
33,835 △493
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24,185 △1,094
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19,748 △675
18,567 △235
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江東区
豊島区
大田区
港区
板橋区
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　本調査が調査対象地域として取り上げた新宿区は、23 区のなかで、最も多
くの外国人登録者数を抱える区であり、2013 年 7 月 1 日現在 33,342 人を数え
ている。そのため、新宿区は、これまでの外国人・エスニシティ研究の調査対
象地として頻繁にとりあげられている点からも重要な地域である。また、他
方の豊島区の外国人登録者数は 19,073 人であり、新宿区、江戸川区、足立区、
江東区に次いで 5 番目に登録者の多い区である。国籍別割合では中国国籍が 6
割を占めていることが特徴であるが、これは近年の東京都の傾向と類似してい
る。また、新宿区と同様に本調査の依拠する奥田らの実施した「外国人居住」
調査の対象地であることから、本調査においても調査対象地域とした。
　表 2-3 から両区の国籍別内訳をみると、新宿区は、中国国籍が 12,408 人（37.2
％）、韓国・朝鮮国籍が 11,865 人（35.6％）というように両国がそれぞれ 4 割
を占めている。また、その他の国では、118 か国からの外国人が登録されてい
ることも大きな特徴とされている（新宿区発表資料）。一方の豊島区は、中国
国籍が 11,383 人（59.1％）であり、全体の約 6 割を占めている。韓国・朝鮮国
籍は 2,789 人（17.8％）にすぎない。また、その他の国もミャンマーなど、数
か国にとどまっている。
　また、新宿区の町丁別外国人登録人口（2013 年 7 月 1 日現在）をみると、
大久保地区、百人町地区、北新宿地区に集中していることがわかる。とくに大
久保 1 丁目は 1,884 人、同 2 丁目は 2,814 となっていることから、本調査では、
大久保地区を中心に調査対象地とした。他方の豊島区の町丁別外国人登録人口
（2013 年 11 月 1 日現在）をみると、池袋地区（1 ～ 4 丁目）が 3,567 人、東池
袋地区（1 ～ 5 丁目）が 2,071 人で多い。とくに池袋地区は全登録人口の 18％
を占め、池袋 2 丁目だけで 1,327 人が住む外国人集住地区となっている。それ
ゆえ、本調査では、池袋地区を中心に調査対象地区を選択した。
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図 1-1　調査対象地の外国人登録人口の国籍別割合（2013 年 7 月１日現在）
　　　　　　　　　新宿区　　　  　　　　池　袋
資料：新宿区　住民人口基本台帳 外国人住民国籍別男女別人口、
　　　豊島区　住民人口基本台帳 外国人住民国籍別男女別人口より筆者作成
Ⅲ．外国人生活実態調査（質問紙調査）の結果と分析
　冒頭に述べたとおり、本調査は、2013 年 8 月から 10 月、新宿区大久保地区
および豊島区池袋地区を対象に、質問紙を用いた面接調査により実施されたも
のである。調査は、アポなしのアパート・マンション・飲食店・日本語学校へ
の訪問、街頭での依頼等、様々な方法を用いて実施されたものである。調査は
困難を極めたが、113 ケース（新宿：44 ケース、池袋：69 ケース）を回収す
ることができた。
　なお、質問紙は、１．被調査者（回答者）の属性について、２．来日時期、
来日動機について、３．仕事、労働生活について、４．住宅、住みやすさ、生
活の満足観について、５．友人、宗教について、６．今後の生活設計について、
から構成されている。以下の報告は、紙数の関係から一部割愛していることを
お断りしておく。
（１）被調査者（回答者）の属性
国籍および男女別割合
　被調査者 113 名の国籍の内訳（表 3-1）は、中国国籍 62.8％、韓国・朝鮮国
籍 21.2％、ネパール国籍 3.5％であり、その他は、12.4％を占める。つまり、6
割が中国国籍である。男女別にみると、男性では、中国国籍は 25 人で半数（47.2
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％）を占め、次いで韓国・朝鮮国籍が 13 人で多く、24.5％となっている。女性は、
中国国籍が 46 人で、76.7％を占め、韓国・朝鮮国籍は 11 人で、18.3％となっ
ている。その他には、イギリス国籍、オーストラリア国籍、ミャンマー国籍、
ベトナム国籍となっている。
　奥田（2001）が実施した 1998 年の調査では、90 年以降の来日では圧倒的
に韓国・朝鮮国籍が多く、他方では東南アジア諸国も目立った（奥田 2001：
7-8）。しかし、今回の調査では在留人口の近年の傾向を反映してか、総数の 6
割を中国国籍が占め、韓国・朝鮮国籍が 2 割に留まっている。
表 3-1　国籍（男女別）割合（N=113）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※縦 100％
 　また、出身地の内訳をみると、大都市出身が、23.9％を占め、地方都市出身
が 34.9％、農村、漁村出身が 41.9% を占めた。男性の場合、大都市とりわけ首
都や地方都市が、70% を占めているのに対し、女性は、農村、漁村出身が全
体の半数（50.8％）を占めている。
在留資格
　在留資格（表 3-2）を見ると、留学ビザが全体の 44.2％であり、これに永住
ビザが 15.9％、就労ビザが 13.3％、家族滞在ビザ 9.7％と続く。他方、短期滞
在は 5.3％、特定活動のビザ保持者は 3.5％にとどまっている。男女ともに、留
学ビザが最も多いが、とくに男性は女性より 9.1 ポイントも高い結果となって
いる。女性は永住ビザ 21.7％と高いことが目を引く。
男性 女性 全体
中国 25人 (47.2％) 46人 (76.7％) 71人 （62.8％)
韓国・朝鮮 13人 (24.5％) 11人 (18.3％) 24人 (21.2％)
ネパール 3人 (5.7％) 1人 (1.7％) 4人 （3.5％)
その他 12人 (22.6％) 2人 (3.3％) 14人 （12.4％)
計 53人 (100％) 60人 (100％) 113人 （100％）
総計
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表 3-2　在留資格（男女別）（N=113）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※縦 100％
年齢
　年齢構成（表 3-3）は、25 ～ 29 歳が 39 人で最も多く、全体の 34.5％を占め
ている。次いで、20 ～ 24 歳が多く、32 人で 28.3％％を占め、これに次いで
30 ～ 34 歳は多く、15 人で 13.3％となっている。このように 20 代後半を中心
に 20 代前半及び 30 代前半で 8 割近くを占める結果になっている。
　男女別にみると、男性では 20 ～ 24 歳が 18 人で 34.0％と最も多く、次いで
25 ～ 29 歳が 14 人で 26.4％を占め、20 代で 6 割を占めている。これに次いで
30 ～ 34 歳が 7 人で、13.2％を占めているが、40 ～ 44 歳が 6 人で、11.3％を占
めていることに注意したい。女性では 25 ～ 29 歳が最も多く、25 人おり、41.7
％を占めている。これは男性の同年齢より 15.3 ポイント近く高い。20 ～ 24 歳
は 14 人おり、23.3％を占める。これに続いて 30 ～ 34 歳が 8 人おり、13.3％を
占める。
男性 女性 全体
就労 8人 (15.1％) 7人 (11.7％) 15人 （13.3％)
短期滞在 4人 (7.5％) 2人 (3.3％) 6人 (5.3％)
留学 26人 (49.1％) 24人 (40.0％) 50人 (44.2％)
家族滞在 4人 (7.5％) 7人 (11.7％) 11人 (9.7％)
永住 5人 (9.4％) 13人 (21.7％) 18人 (15.9％)
配偶者 1人 (1.9％) 3人 (5.0％) 4人 (3.5％)
特定活動 1人 (1.9％) 3人 (5.0％) 4人 (3.5％)
その他 3人 (5.7％) 0人 (0.0％) 3人 (2.7％)
無回答 1人 (1.9％) 1人 (1.7％) 2人 （1.8％)
計 53人 (100％) 60人 (100％) 113人 （100％）
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表 3-3　年齢構成（男女別）割合（N=113）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※縦 100％
学歴構成および来日前の職業 
　学歴（表 3-4）は、高校卒業が 43 人で最も多く、全体の 38.1％を占めている。
次いで、大学卒業が多く、33 人で 29.2％を占め、これに次いで中学卒業が 10
人で 8.8％となっている。このように高校卒業以上が全体の 7 割近くを占める
結果となっている。
　男女別にみると、男性では、高校卒業が 20 人で 37.0％と最も多く、次いで
大学卒業が 14 人で 25.9％を占め、高卒以上で 6 割近くを占めている。女性では、
高校卒業が最も多く、23 人おり、38.3％を占めている。これは男性の同年齢よ
り 1.3 ポイント近く高い。
　来日前の職業は，学生が 54％で最も多く，次いで従業員が 22.0％を占める。
また父親の職業は技術職 30.0％，自営業が 22％となっている。他方，母親の
職業は従業員 32.0％，家事手伝い 26.0％となっている。
男性 女性 全体
20歳未満 1人 (1.9％) 0人 (0.0％) 1人 （0.9％)
20～24歳 18人 (34.0％) 14人 (23.3％) 32人 (28.3％)
25～29歳 14人 (26.4％) 25人 (41.7％) 39人 (34.5％)
30～34歳 7人 (13.2％) 8人 (13.3％) 15人 (13.3％)
35～39歳 1人 (1.9％) 3人 (5.0％) 4人 (3.5％)
40～44歳 6人 (11.3％) 2人 (3.3％) 8人 (7.1％)
45～49歳 2人 (3.8％) 1人 (1.7％) 3人 (2.7％)
50～54歳 3人 (5.7％) 2人 (3.3％) 5人 (4.4％)
55～59歳 0人 (0.0％) 1人 (1.7％) 1人 (0.9％)
60歳以上 1人 (1.9％) 3人 (5.0％) 4人 (3.5％)
無回答 0人 (0.0％) 1人 (1.7％) 1人 （0.9％)
計 53人 (100％) 60人 (100％) 113人 （100％）
総計
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表 3-4　最終学歴（男女別）割合（N=113）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※縦 100%
（２）来日時期と来日動機―在留資格からみる
　在留資格を来日時期別（表 3-5）にみると、1998 年以前の来日者 10 人は永
住ビザを所持している。1999 ～ 2004 年来日者は就労ビザ、家族滞在ビザ、永
住ビザ、配偶者ビザの所持であり、2005 ～ 2010 年来日の 50 人は、就労ビザ（11
人）、永住ビザ（6 人）、留学ビザ（19 人）、短期滞在ビザ（4 人）、配偶者ビザ（1
人）、特定活動ビザ（2 人）となっている。2005 ～ 2010 年来日以降は就労ビザ
や留学ビザが増えはじめ、2011 ～ 2013 年来日の 41 人のうち留学ビザが 31 人
で、75.6％を占める。このように、2005 年以前の来日は家族滞在、永住、配偶
者で占められていることから日本への定住化の実態が読み取れる一方で、2005
年以降の来日―とくに 2011 年以降、留学が急速に増加・拡大していることが
わかる。
表 3-5　在留資格（来日時期別）割合（N=113）
※縦 100％
男性 女性 全体
中学卒業 3人 (5.6％) 7人 (11.7％) 10人 （8.8％)
高校卒業 20人 (37.0％) 23人 (38.3％) 43人 (38.1％)
短大・専門学校卒業 4人 (7.4％) 4人 (6.7％) 8人 (7.1％)
大学在籍・中退 6人 (11.1％) 3人 (5.0％) 9人 (8.0％)
大学卒業 14人 (25.9％) 19人 (31.7％) 33人 (29.2％)
大学院卒業 3人 (5.6％) 1人 (1.7％) 4人 (3.5％)
その他 3人 (5.6％) 2人 (3.3％) 5人 (4.4％)
無回答 0人 (0.0％) 1人 (1.7％) 1人 （0.9％)
計 53人 (100％) 60人 (100％) 113人 （100％）
総計
1998年以前 1999～2004年 2005～2010年 2011～2013年 無回答 全体
就労 0人 (0.0％) 3人 (37.5％) 11人 (22.0％) 1人 (2.4％) 0人 (0.0％) 15人 （13.3％)
短期滞在 0人 (0.0％) 0人 (0.0％) 4人 (8.0％) 2人 (4.9％) 0人 (0.0％) 6人 (5.3％)
留学 0人 (0.0％) 0人 (0.0％) 19人 (38.0％) 31人 (75.6％) 0人 (0.0％) 50人 (44.2％)
家族滞在 0人 (0.0％) 1人 (12.5％) 5人 (10.0％) 4人 (9.8％) 1人 (50.0％) 11人 (9.7％)
永住 10人 (83.3％) 1人 (12.5％) 6人 (12.0％) 0人 (0.0％) 1人 (50.0％) 18人 （15.9％)
配偶者 1人 (8.3％) 1人 (12.5％) 1人 (2.0％) 1人 (2.4％) 0人 (0.0％) 4人 （3.5％）
特定活動 0人 (0.0％) 0人 (0.0％) 2人 (4.0％) 2人 (4.9％) 0人 (0.0％) 4人 (3.5％)
その他 1人 (8.3％) 2人 (25.0％) 0人 (0.0％) 0人 (0.0％) 0人 (0.0％) 3人 (2.7％)
無回答 0人 (0.0％) 0人 (0.0％) 2人 (4.0％) 0人 (0.0％) 0人 (0.0％) 2人 (1.8％)
計 12人 (100％) 8人 (100％) 50人 (100％) 41人 (１００％) 2人 (100％) 113人 (100％)
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　来日の動機は、日本語学習が 51％を占め、これに留学（大学や日本語学校
での学習）と合わせると、68％を占める。そのためビザの取得目的をみると、
留学ビザが 45.1％で最も多く、特に 2011 年以降来日者では 75.6％を占める。
来日に際しての手段は、個人 25.3％、友人 22％がそれぞれ 2 割を超える。家
族は 18.9％、教育機関及び勤め先は 16.5％、仲介業者は 1％に過ぎない。母国
での日本語学習期間は、4 ～ 12 か月が 48％、3 か月以内が 31％で、1 年以内
が 8 割を占めている。
（３）仕事、労働生活
　被調査者の現在の職業（表 3-6）を見ると、被調査者の 39.8％が学生である。
ついで、従業員（サービス）14.2％、自営業 9.7％、技術職 8.0％、である。男
女の内訳は、男性の場合、41.5％が学生であり、次いで技術職、従業員（サー
ビス）、自営業（経営者含む）が占める。他方、女性の場合、38.3％が学生であり、
従業員（サービス）が 16.7％、次いで、主婦・家事手伝い（10.0％）、自営業（経
営者含む）（10.0％）を占める。
表 3-6　職業（男女別）割合（N=113）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※縦 100％
　また、週の労働時間（アルバイト含む ) を見ると、10 時間未満 5.6％、10 ～
25 時間 32.9％、25 ～ 40 時間 24.3％、40 ～ 65 時間 17.1％、65 時間以上 5.6％
である。上のように、10 ～ 25 時間未満が 3 割強で最も多くなっている。なお，
男性 女性 全体
学生 22人 (41.5％) 23人 (38.3％) 45人 （39.8％)
自営業（経営者含む） 5人 (9.4％) 6人 (10.0％) 11人 (9.7％)
従業員（サービス） 6人 (11.3％) 10人 (16.7％) 16人 (14.2％)
従業員（製造） 2人 (3.8％) 0人 (0.0％) 2人 (1.8％)
従業員（事務） 1人 (1.9％) 2人 (3.3％) 3人 (2.7％)
技術職 8人 (15.1％) 1人 (1.7％) 9人 (8.0％)
主婦・家事手伝い 0人 (0.0％) 6人 (10.0％) 6人 (5.3％)
無職・退職 3人 (5.7％) 4人 (6.7％) 7人 (6.2％)
フリーター 0人 (0.0％) 4人 (6.7％) 4人 (3.5％)
無回答 6人 (11.3％) 4人 (6.7％) 10人 （8.8％)
計 53人 (100％) 60人 (100％) 113人 （100％）
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フルタイム働いているが、32 人（28.3％）であり、学生でアルバイトをしてい
るが 38 人で 33.6％であり、収入を得るために働いていないものが 38.1％。国
籍別の内訳をみると、中国・台湾国籍では、本業として仕事をしているものが
23 人（32.4％）、学生でアルバイトをしているものが、18 人（25.4％）を占め、
韓国・朝鮮国籍は、本業として仕事をしているものが 5 人（21.7％）、学生で
アルバイトをしているが 10 人（43.8％）である。
（４）住宅、居住地域
　被調査者の住んでいる地域は、新宿地区 39.0%、池袋地区 45.0%、その他
16.0% である。現在の住宅を探した方法を聞くと、同国人の友人の紹介（28.0%）、
自分で不動産屋を回って探した（24.3%）、インターネットを利用した（22.0%）
の順となっている。このことから、同地域の住民は同国人の友人の紹介、ある
いは自分自身で住宅を見つけることが多いと言える。彼ら・彼女らの住宅形態
（表 3-7）は、マンションが 38.1％で最も多く、アパート 32.7％、寮・社宅 14.2％、
一戸建て 8.0％となっている。新宿区ではアパート居住者が半数を占めるのに
対して、池袋ではマンション居住者が 4 割を占めている。
表 3-7　住宅形態（居住地別）割合（N=113）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※縦 100％
　居住地域の選定理由としては、交通が便利（28.8%）、職場・学校が近い（26.9%）
で 6 割近くを占める。地域の住みやすい点は、「近隣環境が快適」（20.2%）が
最も多く、これに「交通の便がよい」（15.5%）、「母国の料理を扱う店が多い」
（14.3%）が続く。新宿では、「母国の料理を扱う店が多い」（30.8%）が最も高く、
池袋では「近隣環境が快適」（40.8%）が最も高くなっており、違いがみられる。
新宿 池袋 その他 全体
アパート 18人 (45.0％) 13人 (24.1％) 6人 (31.6％) 37人 （32.7％)
マンション 11人 (27.5％) 21人 (38.9％) 11人 (57.9％) 43人 (38.1％)
一戸建て 6人 (15.0％) 2人 (3.7％) 1人 (5.3％) 9人 (8.0％)
寮・社宅 3人 (7.5％) 12人 (22.2％) 1人 (5.3％) 16人 (14.2％)
その他 2人 (5.0％) 6人 (11.1％) 0人 (0.0％) 8人 (7.1％)
計 40人 (100％) 54人 (100％) 19人 (100％) 113人 （100％）
総計
大都市・東京における外国人居住の現在114
一方で、地域の住みにくい点は、新宿では「客引きが多い」（17.1%）が最も高
く、池袋では「騒音と物価が高い」（17.4%）が最も高くなっており、違いがみ
られる。
　月額の家賃は 1 ～ 4 万円代 29.1%、5 ～ 9 万円代 37.2% が多く、7 割近くの
人が 9 万円代までの住宅に居住している。ここで注目すべきは、同居人数で
ある。同居人数は、1 ～ 4 人が 71.7% で最も多く、次に 0 人（一人暮らし）が
23.9% と続く。未婚者であっても、一人暮らしをするケースは少なく、7 割の人々
が 1 ～ 4 人の共同で暮らしていることは注目したい。また、後述する友人の有
無と比較すると、共同で暮らしているが友人がいないというケースが目立って
いる。
（５）友人の数、生活満足度
友人の数
　被調査者の友人の数（表 3-8）は、被調査者の 35.4％が 10 人以上となってい
る。ついで、1 ～ 4 人が 26.5％、いないが 21.6％とつづく。国籍別にみると、
中国国籍の場合、32.9％が 10 人以上である一方、1 ～ 4 人が 30.0％、いないが
21.4％である。他方、韓国・朝鮮国籍の場合、45.8％が 10 人以上であり、いな
いが 25.0％、次いで、1 ～ 4 人（20.81％）である。ネパール国籍の場合、いな
いと 10 人以上が半数ずつを占める。その他の国籍では、5 ～ 9 人が 33.3％と
一番多い。
表 3-8　友人数（国籍別）割合（N=113）
※縦 100％
中国 韓国・朝鮮 ネパール その他 全体
いない 15人 (21.4％) 6人 (25.0％) 2人 (50.0％) 1人 (6.7％) 24人 （21.6％)
1～4人 21人 (30.0％) 5人 (20.8％) 0人 (0.0％) 4人 (26.7％) 30人 (26.5％)
5～9人 8人 (11.4％) 2人 (8.3％) 0人 (0.0％) 5人 (33.3％) 15人 (13.3％)
10人以上 23人 (32.9％) 11人 (45.8％) 2人 (50.0％) 4人 (6.7％) 40人 (35.4％)
無回答 3人 (4.3％) 0人 (0.0％) 0人 (0.0％) 1人 (1.7％) 4人 （3.5％)
計 70人 (100％) 24人 (100％) 4人 (100％) 15人 (100％) 113人 （100％）
総計
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母国の生活満足度
　母国での生活満足度（表 3-9）は、家庭生活、自由時間を除く各項目（住ん
でいた地域、家計状況、友人関係、健康状態）で、満足、やや満足の合計が
80％を超えている。この結果から、彼らの母国での生活は概ね満足のいく状態
であったことが推測される。
表 3-9　出身地での満足度（N=103）
日本での生活満足度
　日本での生活の満足度（表 3-10）について聞くと、満足、やや満足の合計が
80% を超える項目は、健康状態のみである。同項目の母国での満足度は、家
庭生活を除く 5 項目で満足、やや満足が 80% を超えている。また、日本での
生活満足度は健康状態と家庭生活を除いた 4 項目で、母国より 10% 程度低い
結果になっている。
表 3-10　日本での満足度（N=103）
 
（６） 人生設計と定住意向
　日本での生活の意味は、「わからない」、「特にない」、「あまり意味」を持た
ないとの意見が 40.0% を占める中、（人生の）ターニングポイントが 18.0% で
最も高く、これにスキルアップが 11.0% で続いている。
満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 不満
住んでいた地域 49.6 29.2 15.9 3.5 1.8
家庭生活 55.8 29.2 12.4 0.9 1.8
家計状況 57.5 30.1 8.8 1.8 1.8
友人関係 44.2 31.9 19.5 2.7 1.8
健康状態 53.1 31.9 9.7 3.5 2.7
自由に使える時間 46.0 35.4 13.3 2.7 11
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自由に使える時間 46.0 35.4 13.3 2.7 11
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　日本での定住意向（図 3-1）は、「定住したい」が 53.1％、「いずれは母国に
帰りたい」が 26.5％、「日本以外の国に行きたい」が 9.7％、「わからない」が
8.0％、無回答が 2.7％となっている。この結果から、半数以上が日本への定住
を希望していることがわかる。「引き続き日本に住みつづけたい」と回答した
人に日本国籍の取得意向を聞くと、「思わない」は 59.0％を占め、「あまり思わ
ない」は 15.0％、「少し思う」が 14.0％となっている。定住志向が 53.1％と高
い一方で、国籍の取得の意向は低い結果となっている。
　
図 3-1　日本への定住意向（N=113）
（７）知見の整理
　これまでの調査結果から注目点をまとめると、以下のように整理できる。被
調査者は、国籍では中国が 63.0％と最も多く、韓国・朝鮮はそれに続く 21.0％
であった。年齢では、20 歳代が 6 割を占めていた。また、高卒以上の学歴を
持つ人が多く（高卒 39.0％、大卒 30.0％）、滞在期間は 2011 年以降が４割を越
えている。つまり、若く、高学歴で、来日年数は短い外国人が多いという傾向
がある。来日の動機では、日本語学習や留学が多く、7 割近くを占めているも
のの、留学ビザの取得の割合をみると半数近くになっている。居住生活に着目
すると、1 人暮らしをしている人は少なく（23.0％）、7 割以上の人が 2 人以上
で暮らしている。最後に、人生設計や定住以降に着目すると、「日本での生活
の意味」を、40.0％の人が「特にない」と答えている。定住意向は、53.1％の
人が「定住したい」と答えている。
定住したい
53.1%
いずれは母国
に帰りたい
26.5%
日本以外の国
へ行きたい
9.7%
わからない
8.0%
無回答
2.7%
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IV．外国人の生活実態の事例報告
　前述の調査結果を踏まえ、以下の事例報告では、短期滞在者の 3 事例と、そ
れとは異なる外国人居住の 2 事例を紹介することとする。
（１）短期滞在者の生活実態―３事例の報告―
　下記で紹介する 3 事例のうち、H1 さんと S2 さんは 2011 年に来日、E1 さん
は、2013 年に来日しており、調査時点では 2 名は来日してまだ 3 ヶ月であり、
最長でも 2 年と来日してから間もなかった。年齢は H1 さんが 27 歳、S2 さん
が 26 歳、E1 さんが 23 歳と全員若年層である。
　居住生活に着目すると、三人ともが共同生活の経験がある。S2 さんと E1 さ
んは2人でルームシェアをしており、H1さんは5人でルームシェアをしている。
H1 さんのように大人数で共同生活する人も少なからずいた。次に、将来像に
着目すると、H1 さん・S2 さんは日本での就職を希望している。ただ、H1 さ
んは日本での就職に失敗した友人を見ているため、難しいならば中国での就職
も視野に入れていると話していた。S2 さんは中国での就職環境の厳しさから、
日本での就職を希望している。同じ「日本での就職希望」のなかにも、H1 さ
んのように、母国よりも日本での就職を希望する人もいれば、S2 さんのように、
母国の就職環境の厳しさから日本を希望している人もいることがわかった。
〈ケース１〉短期・入試に失敗し、美容学校に通う女性
　H1 さんは中国の北京出身の 27 歳女性である。来日年は、2011 年であり、
来日して、2 年 2 か月になる。日本の大学に進学するつもりで留学を決めたが、
入学試験に失敗し、現在は美容系の専門学校に通っている。専門学校を卒業後
は日本で働きたいと考えている。しかし日本で就職先が見つからずに中国に帰
った友人がいるため、不安は大きいという。最近の中国では日本のメイクが流
行っているため、もし自分も就職先が見つからない場合は中国に帰るというこ
とも考えている。H1 さんの父親は会社員であり、母親は本屋で働いている。
現在は、中国人の友人 5 人とルームシェアをしている。住んでいる地域に関し
ては、バイトなどで帰りが遅くなっても明るいため、安心して帰れることが気
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に入っている点である。 今後も日本に住み続けたいと思っており、両親もそ
れに関して反対はしていない。
〈ケース２〉短期・日本語学校卒業後、日本の大学院進学を目指す女性
　S2 さんは中国の吉林省、延辺出身の女性である。2011 年 10 月に来日し、今
は日本語学校で日本語の勉強をしている。現在、新大久保の学校に近い家に住
んでいるが、家賃が高いので、一つの部屋を二人でシェアしているという。日
常生活に関する情報は、同国人のネットワーク、とりわけインターネット上の
コミュニティ・サイトを利用して獲得している。将来は、日本の大学院を卒業
して日本で就職し、60 歳（退職）まで日本で生活することだという。なぜなら、
中国国内の競争が激しいために、これから中国に戻っても適応できないという
のが S2 さんの正直な気持ちだという。
〈ケース３〉 短期・日本の大学に留学中、日本語の習得を目指す女性
 　E1 さんは韓国のプサン出身の 23 歳の女子大学生である。2013 年に初来日
し、調査時点では来日後 3 か月しかたっていない。EI さんが来日先に日本を
選んだ理由は、高校生の時から、どこかに留学したいと考えており、友人の日
本留学をきっかけに日本に決めたという。現在は、家賃月 5 万円の家に一人暮
らしをしている。来日当初の 2 か月間は母国の友人とルームシェアをしていた
が、友人が韓国に帰り、今月からは一人で暮らすことになったという。これが
E1 さんにとって初めての一人暮らしであり、ホームシック気味であるという。
E1 さんの将来の夢は、学校の先生になることだという。日本での生活の意味
について尋ねると、「日本語が話せるようになりたい。そうなれば意味があった」
と答えている。
  
（２）もうひとつの外国人居住の実態―２事例の報告―
　上記以外にも、1990 年代に来日し、レストランの料理人として働く南アジ
ア出身の存在や、2013 年以降来日したが、大久保、池袋に住んだ結果、別の
近隣地区へと移動する居住者の存在も明らかとなった。
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〈ケース４〉　リフォーム業を営むパキスタンの男性
　Y2 さんはパキスタン出身の 49 歳の男性である。Y2 さんの両親は母国の市
場（いちば）で野菜を販売していたが、彼自身母国で仕事はしていなかった。
23 歳の時、日本で仕事をしたいという理由で 1988 年に来日、現在は永住ビザ
を所持し、家族 3 人（妻、9 歳長女）池袋のアパート（月 7.5 万円）で暮らし
ている。仕事は、Y2 さん自身がハローワークで見つけたもので、週 48 時間、
内装業の仕事をしている。将来的には、長女に日本で大学の教育を受けてほし
いと希望している。現在の場所を居住地として選んだのは、電車 1 時間ほど
で様々な場所にいけるという交通の利便性からである。Y2 さんはモスクに通
っており、そこで知り合った 30 人ほどの人たちと交流がある。インド人やバ
ングラディッシュ人、パキスタン人、日本人といった様々な国の人が知り合い
にいる。友人から日常生活関連の情報を得ることはほとんどなく、妻から情報
を仕入れている。Y2 さんは今後も日本に住み続けたいと考えていて、 将来は
車関係の仕事もやってみたいと胸に秘めたるものを話してくれた。日本に最初
に来たとき、日本語を学んだことがなかったため、かなり大変だったという。
自然と日本語は覚えたらしい。日本語が上手だった。Y2 さんが抱く日本のイ
メージは「平和の国」だそうだ。Y2 さんの人生にとって日本での生活は、家
族を助ける上では大事なものとなっている。
〈ケース５〉　新宿から移転し、近隣の区で居住する中国の男性
　V2 さんは中国の福建省出身の 22 歳の男性で、未婚である。母国の家族構成
は 4 人家族で、両親と兄 1 人と暮らしていた。父は高校の校長であり、母は中
学の先生である。中国で高校卒業後 8 年ほど日本語を学習した V2 さんは、大
学を卒業した後、中国で一度就職したが、給料が安すぎたため、会社を辞め、
2012 年 12 月に仲介業者を通じて、来日、新宿にある日本語学校の寮に住んだ。
しかし、同居人がだらしない上に、部屋も狭過ぎて、耐えらなかったため、中
野区のアパート（4.8 万円）に引越し、一人暮らしを始めた。ただ新宿には日
本語学校を通うため、ほぼ毎日来ている。2014 年専門学校でバイオリンの作
り方を学ぶつもりである。そして、将来は日本に住み続け、バイオリン製作の
仕事で働きたいという。V2 さん今、週に 30 時間程度コンビニエンスストアで
大都市・東京における外国人居住の現在120
アルバイトをしている。職場の同僚は、日本人よりも外国人の方が多い。
V．まとめと残された課題
　
　前章までの質問紙調査の結果と事例研究の分析結果をまとめると、大都市に
おける外国人居住は、短期滞在化、低年齢化、未婚化の傾向にあり、母国の経
済成長や制度変更を背景に、出身階層と学歴は高く、地方出身者や農村出身者
の割合が高い傾向にあることが注目される。また、在留資格は永住 16％、就
労 13％、家族滞在 10％に留まり、留学が半数近くを占める。それを反映して
か現在の職業を聞くと、「学生」が 39.8％で最も多い。しかし、学生のうちは
働いていない者の割合は 16％にすぎない。
　生活状況に立ち入ると、一人暮らしのケースが少なく、70％を超える外国人
が 1 ～ 4 人と共同生活をしている。友人関係をみると、10 人以上が半数を占
める一方、友人がいない外国人が 30％以上存在することが注目される。この
ような日本での生活について満足しているかをきくと、友人関係では 50％に
満たず、家計状況および自由に使える時間は 60％程度にとどまっている。一方、
母国での生活の満足はこれらの項目いずれもが 80％を超えていることを比較
すると、決して日本での生活が満足のいく実態にあるとは言えない結果になっ
ている。このような彼らの生活実態は、5 つのケースの報告から読み取ること
ができる。
　以上から、1998 年の新宿・池袋調査における長期滞在化、加齢化、既婚化、
子どものいる家族の増加といった調査の知見とは異なった実態にあることがわ
かる。しかし、本調査の結果を、日本の大都市の外国人全体に一般化すること
は無論できない。何故なら、本調査は、新宿・池袋の限られた地域の、しかも
113 人というケースの結果に過ぎないからである。また、新宿・池袋地区での
回収数の偏り、中国人が 60％を占めるという回答者の偏りなども指摘される。
とはいえ、日本人に対しても調査環境もきわめてきびしくなっている中、113
人もの外国人からの回答データを得たことはきわめて貴重なものと考える。本
調査研究で得られた知見を今後の研究の作業仮説としていくこととして、本稿
を閉じることとする。
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 ［注］
1） 本稿は、2013 年 8 月～ 10 月、教養学部都市政策 / 社会学演習のなかで実施した東
京都新宿区大久保地区および豊島区池袋地区を調査対象地区として外国人を対象と
した「大都市における外国人居住者の生活実態―新宿・池袋の社会調査報告」のデ
ータに基づいている。また、本稿執筆に先だって、日本都市学会第 61 回大会にお
いて、『大都市東京における外国人居住の現在―新宿・池袋の生活実態調査（2013 年）
から』（和田・細淵・川口の共同発表、2014 年 10 月 25 日）と題して学会発表を行い、
そこでのコメントをもとに内容に再考を加え、原稿執筆に至った。
2） 前掲の報告書は、序章：調査の意図と概要、第 1 章：調査対象地の概要、第Ⅱ章：
質問紙調査の結果と分析、第Ⅲ章：ケース報告、第Ⅳ章：調査を終えて、資料編の
構成となっている。
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